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行の改正児童福祉法において要対協の設置は努力義務となりました。2016（平成 28）年 2 月時点で、
全国の要対協の設置数および設置率は 1730 か所（99.4%）となっています。 















27）年度から要対協の研修会講師を行っている市では、Signs of Safety 
Approach（Turnell, A. and Edwards, S., 1999）の考え方等を参考にし、事
例のリスクをアセスメントするのみならず、「安全のサイン」を見つけ出し、そ
れを家族支援に活かす方法をケース検討会に導入しています。 
研究シーズの応用例・産業界へのアピールポイント 
研修方法および内容のプログラム・パッケージ化が進めば、より広範な地域の市町村においても要対協
ケースマネージャーおよび関係機関の職員の専門性向上のための研修を効果的に実施可能です。 
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